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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 ＩＣＴを活用した地域医療ネットワーク

基盤の整備 

【総事業費】 

903,055 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 埼玉県、郡市医師会、医療機関 

事業の期間 平成２７年１０月～平成３３年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進、医療従事者の確保等、 

「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」を図る。 

事業の内容 ・地域に必要な多職種間の情報共有の効率化を図るため、地域の関係者 

 間で医療・介護情報を入力・参照できる医療介護ＩＣＴ連携システム 

 の導入及び胎児の遠隔画像診断のネットワーク構築を支援。 

・地域の基幹病院と診療所が連携して医療資源を有効活用するため、医 

 療連携ネットワークシステムの構築を支援。 

アウトプット指標 ・ICT による在宅医療・介護連携システムの導入 30 か所（H29 年度） 

・胎児異常が原因の母体搬送 30 件（H25）→ 0件（H29 年度） 

・地域医療連携ネットワークシステムの整備・更新（H30 年度～） 

アウトプット指標（達

成状況） 

・ICT による在宅医療・介護連携システムについては、県医師会・郡市 

 医師会の意見・要望等を踏まえて、県内統一のシステムを決定し、シ 

  ステムの運用環境が整備された。(平成 28年度末) 

・さいたま新都心医療拠点と県内の産科医療機関（21 機関）とを結ぶ、 

  胎児診断支援ネットワークシステムが構築された（平成 29 年度） 

・地域医療連携ネットワークシステムが更新された（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

 医療・介護連携ネットワークシステムを導入することで、地域での医

療職と介護職との具体的な連携（顔の見える関係づくり等）が促進され

た。また、各拠点の横連携が促進され、地域での課題や困難事例の解決

に役立つツールとなった。行政もネットワークに加わることで、より現

場のニーズや声を施策に反映させることができた。 

（２）事業の効率性 

 ICT によるネットワークを活用することで効率的な連携体制を構築

することができた。 

その他 ・地域における医療と介護の多職種間の情報共有による効率化が図ら 

 れる。 

・ランニングコスト等の逓減化により、介護事業所等が参加しやすい 

 環境を整備できる。 



   

 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 医師確保関連事業 【総事業費】 

267,407 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 埼玉県、埼玉県医師会、医療機関 

事業の期間 平成２７年４月～平成３０年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進、医療従事者の確保等、 

「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」を図る。 

事業の内容 １０万人当たりの医師数が日本一少ない本県の現状を鑑みて、

本県医療の魅力を県内外に発信し、医師や研修医等の確保を図

るため、医師の処遇改善や医師確保等に取り組む医療機関等の

支援や専門性の高い医療従事者の確保等のための研修等の実

施を支援する。 

アウトプット指標 ・埼玉県女性医師支援センターの効果的な運用を行うととも

に、女性医師の短時間雇用を実施する際の代替医師雇用を促進

する。 

 支援を受けた女性医師数：１２人（平成 27 年度） 

・産科・小児科等の医師の処遇改善を推進して離職率を低下さ

せることにより、医療体制を維持する。 

 手当支給件数：２２，０００件（平成 27 年度） 

・救急科や小児科など医師不足により診療体制の維持が困難な 

病院への支援を行い、医療体制の強化を図る。 

 当直医等の派遣予定回数：２９８回（平成 28 年度） 

  当直医等の派遣予定回数：２５６回（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達

成状況） 

 支援を受けた女性医師数：１４人（平成 27 年度） 

 産科・小児科医等への手当支給件数：１６，６５９件（平成 27 年度） 

 当直医等の派遣予定回数：２５７回（平成 28 年度） 

 当直医等の派遣予定回数：２４９回（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

 事業を通じ、医師の処遇改善や負担軽減等を図ることで、医

師の離職防止及び県内定着を促進することができる。 

（２）事業の効率性 

 女性医師支援センターでは、県内病院の研修内容や指導体

制、取得可能な専門医資格などの情報を一元的に管理している

ため、効率的に女性医師に対する情報提供等の支援ができてい

る。 

その他  
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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.1】埼玉県介護基盤緊急整備等特別対策事業 

     埼玉県施設開設準備経費等支援事業 

【総事業費】 

8,930,874 千円 

事業の対象と

なる区域 

南部、南西部、東部、さいたま、県央、川越比企、西部、利根、北部 

事業の実施主

体 

埼玉県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニーズ 

高齢者が住み慣れた地域において、安心して生活できる体制の構築を

図る。 

アウトカム指標：地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を

促進 

事業の内容（当

初計画） 

 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム         406 床（14 施

設） 

 都市型軽費老人ホーム               8 床（1施設） 

 認知症高齢者グループホーム           25 施設 

 小規模多機能型居宅介護事業所         33 施設 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所    32 施設 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所        8 施設 

 認知症対応型デイサービスセンター        8 施設 

 地域包括支援センター              6 施設 

 施設内保育施設                 2 施設 

②介護施設の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③介護施設の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対して

支援を行う。 
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アウトプット

指標（当初の目

標値） 

 

 

地域密着型サービス施設等の整備数 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム        406 床（14 施設） 

 都市型軽費老人ホーム               8 床（1施設） 

 認知症高齢者グループホーム           25 施設 

 小規模多機能型居宅介護事業所         33 施設 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所    32 施設 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所        8 施設 

 認知症対応型デイサービスセンター        8 施設 

 地域包括支援センター              6 施設 

 施設内保育施設                 2 施設 

アウトプット

指標（達成値） 

平成２７年度 

 

平成２８年度 

 

平成２９年度 

 

整備施設等 

 認知症高齢者グループホーム           2 施設 

 小規模多機能型居宅介護事業所          2 施設 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所     9 施設 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所        1 施設 

 認知症対応型デイサービスセンター        3 施設 

 地域包括支援センター              4 施設 

整備施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム        58 床（2施設） 

 認知症高齢者グループホーム          13 施設 

 小規模多機能型居宅介護事業所         11 施設 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所    10 施設 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所        2 施設 

 認知症対応型デイサービスセンター        3 施設 

 地域包括支援センター              1 施設 

整備施設等 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所     1 施設 



   

7 

 

全体 

 

 
 

整備施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム        58 床（2施設） 

 認知症高齢者グループホーム          15 施設 

 小規模多機能型居宅介護事業所         13 施設 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所    20 施設 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所        3 施設 

 認知症対応型デイサービスセンター        6 施設 

 地域包括支援センター              5 施設 

事 業 の 有 効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：地域の実情に応じた介護サー

ビス提供体制の整備を促進 

（１）事業の有効性 

県所管の広域型施設を中心に、施設の円滑な開所を促進し、介護サー

ビス提供体制の整備が促進された。 

（２）事業の効率性 

施設の許認可手続き等を所管する市町村担当者に対し、説明会を実施

し、円滑な施設整備が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.2】 

優良介護事業所認証事業 

【総事業費】 

5,185 千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 埼玉県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

優れた取組を行っている介護事業所を優良介護事業所とし

て認証することにより、事業者の意識改革を図るとともに、

求職者の介護分野への参入を促進する。 

アウトカム指標：県内介護人材の増加 

事業の内容（当初計画） 人材育成や入所者等への処遇について優れた取組を行って

いる介護事業所を優良介護事業所として認証するための基

準を作成し、介護事業所からの認証申請に対して審査を行

う。 

基準を満たしている介護事業所を優良介護事業所と認証し、

認定証を交付するとともに、県ホームページでも公表する。 

これによって、事業者の意識改革を図るとともに、求職者の

介護分野への参入を促進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

認証事業所：１５０事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

（平成２８年度）事業実施体制の整備 

（平成２９年度）ランク１ １８６事業所(３９６サービス)  

        ランク２ ２８事業所( ７５サービス) 

        ランク３ １４事業所( ４２サービス)  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内介護人材の増加 

（１）事業の有効性 

認証取得のための取組みを通じて、県内介護事業所の意識改

革を図ることができ、介護人材増加のための体制づくりが進

んだ。 

（２）事業の効率性 

他の介護人材確保事業と連携することで、認証事業所にイン

センティブを付与するとともに、求職者に当事業を周知し、

効率的に介護人材の確保を進めることができた。 

その他 平成２９年４月２４日制度開始 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.7】 

高齢者等介護職就労支援事業 

【総事業費】 

175,473 千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 埼玉県 

事業の期間 平成 27 年 10 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

元気なうちは社会に貢献したいと考える高齢者等の力を有 

効活用することにより、介護人材の確保を図る。 

アウトカム指標：県内介護人材の増加 

事業の内容（当初計画） 元気なうちは社会に貢献したいと考える高齢者の力を有効

活用することにより、不足する介護人材の確保を図るととも

に、高齢者の健康維持、生きがいの確保を図る。 

介護の仕事の経験がない原則６０歳以上の者（介護未経験高

齢者）に対して、入門的研修又は介護職員初任者研修及び職

場体験研修を実施する。研修修了後は、就職先とのマッチン

グを実施して、介護職員としての就労を支援する。 

併せて、当該介護未経験高齢者を、１年以上継続して雇用す

る労働者として雇い入れた介護事業所に対して、１０万円の

準備金を支給する。 

  １５０千円× ３００人＝ ４５，０００千円 

  １００千円× ６００人＝ ６０，０００千円 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

就労者数：９００人 

アウトプット指標（達成

値） 

平成２７年度においては事業実施体制の整備 

平成２８年度 研修参加者数：２６０人 

平成２９年度 研修参加者数：２５７人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内介護人材の増加 

平成２８年度 就労者数：１０９人 

平成２９年度 就労者数：１２８人 

（１）事業の有効性 

入門的研修等及び就職先とのマッチングを実施して就労を

支援することにより、介護人材の確保が図られた。 

（２）事業の効率性 

目標値には到達できなかったが、平成２８年度と比較して実

績が上昇しており、一定の成果を得ていると考えられる。今

後、広報の強化等により、更に伸ばしていきたい。 

その他 平成２９年度から目標値を年間１５０人に見直した。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO. 17】 

介護職員資格取得支援事業 

【総事業費】 

30,000 千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 介護事業所又は介護職員 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護現場で働く介護職員の介護福祉士資格取得を支援し、資

格取得のよって介護職員の給与改善を図る 

アウトカム指標：県内介護人材の定着 

事業の内容（当初計画） 介護現場で働く介護職員の介護福祉士国家試験合格を支援

するため、介護事業所が合格者に対する給与改善を行うこと

を条件に、実務者研修受講費用の一部を補助する。 

＜補助額＞実務者研修受講費用の１／２（上限１０万円） 

＜補助対象者＞ 

実務者研修受講費用を負担した介護事業所又は介護職員 

＜補助条件＞ 

合格者に対して給与改善が図られること（資格手当等を支

給） 

＜スケジュール＞ 

 申請受付：１２月、交付決定：３月 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助対象人数 １００人（平成２８年度） 

補助対象人数 １００人（平成２９年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

補助対象人数 ２３１人（平成２８年度） 

補助対象人数 １７５人（平成２９年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：給与改善を図られた

介護職員の増加 

４０６人の介護職員について給与改善が図られた。 

（１）事業の有効性 

資格取得補助により、給与改善が図られた介護職員が増加し

た。 

（２）事業の効率性 

資格取得支援事業により、給与改善が図られ、介護職員の定

着が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO. 18】 

介護職員資格取得支援事業（代替職員） 

【総事業費】 

157,248 千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 介護事業所 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護現場で働く介護職員の介護福祉士資格取得を支援し、資

格取得のよって介護職員の給与改善を図る 

アウトカム指標：県内介護人材の定着 

事業の内容（当初計画） 介護現場で働く介護職員の介護福祉士国家試験合格を支援

するため、実務者研修受講中の代替職員人件費を補助する。 

＜補助額＞ 

 日額 8,190 円 

 （上限）①実務者研修の受講時間が 450 時間の場合 

       ：80 日分×20 人 

     ②実務者研修の受講時間が 320 時間の場合 

       ：60 日分×80 人 

＜補助対象者＞介護事業所 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助対象人数 １００人（平成２８年度） 

補助対象人数 １００人（平成２９年度） 

補助対象人数 １００人（平成３０年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

補助対象人数 ２人（平成２８年度） 

補助対象人数 ３人（平成２９年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：給与改善が図られた

介護職員の増加。 

５人の介護職員について、実務者研修の受講を可能とし、給

与改善が図られた。 

（１）事業の有効性 

代替職員人件費補助により、実務者研修の受講が可能となっ

た。 

（２）事業の効率性 

資格取得支援事業により、給与改善が図られ、介護職員の定

着が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO. 19】 

介護人材バンク事業（代替職員） 

【総事業費】 

6,144 千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 埼玉県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護現場で働く介護職員の休暇取得及び研修受講を促進す

る 

アウトカム指標：県内介護人材の定着 

事業の内容（当初計画） 介護職員の研修受講を支援するため、研修受講中の代替職員

人件費を補助する。 

＜補助額＞ 

 日額 8,190 円（上限 25 日分）×10 人 

＜補助対象者＞ 

 介護事業所 

＜補助条件＞ 

 介護人材バンク事業においてマッチングが成立した職員

の人件費であること。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助対象人数 １０人（平成２８年度） 

補助対象人数 １０人（平成２９年度） 

補助対象人数 １０人（平成３０年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

補助対象人数 ０人（平成２８年度） 

補助対象人数 ０人（平成２９年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：介護職員がキャリア

アップするための研修受講の機会を確保。 

（１）事業の有効性 

介護職員の研修受講を促進する。 

（２）事業の効率性 

介護人材バンク事業（代替職員）により、介護職員の研修受

講を支援する制度が構築された。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.25】 

地域包括ケアシステム構築促進事業 

【総事業費】 

13,500 

千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 埼玉県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 市町村が取り組む地域支援事業（包囲的支援事業）に義

務付けられた生活支援体制整備事業について、法に義務付

けられた実施期限である平成３０年４月までの確実な実施

と充実した効果的な取組となるよう支援が必要である。こ

のため、サービス提供体制の構築の要として市町村に配置

する生活支援コーディネーターの養成を行い、市町村を支

援する。 

アウトカム指標： 

 県内全市町村（６３）において、生活支援の体制が整備

され生活支援サービスが充実する。 

事業の内容（当初計画）  高齢者の多様な事業主体による生活支援・介護予防サー

ビスの体制整備を推進するため、市町村が「生活支援コー

ディネーター（地域支え合い推進員）」を配置できるよう、

担い手の養成やフォローアップ（意見交換会）等を実施す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

【平成 27 年度】 

・生活支援コーディネーターの養成及びフォローアップ 

  １２０人 

・協議体の設置 ６３市町村 

【平成 28 年度】 

・生活支援コーディネーターの養成及びフォローアップ 

  １２０人 

【平成 29 年度】 

・生活支援コーディネーターの養成及びフォローアップ 

  １２０人 

アウトプット指標（達成

値） 

【平成 27 年度】 

・生活支援コーディネーター養成研修（４回） 

  延べ１５７人参加 

・市町村担当職員研修（１回） 
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  １６０人参加 

・生活支援コーディネーター連絡会議（２回） 

  延べ１２９人参加 

【平成 28 年度】 

・生活支援コーディネーター養成研修（４回） 

  延べ１５２人参加 

・市町村職員・生活支援コーディネーター合同研修（１回） 

  １７１人参加 

・生活支援コーディネーター連絡会議（６回） 

  延べ４１４人参加 

【平成 29 年度】 

・生活支援アドバイザー活動 

  相談業務 訪問及び電話による随時支援 

  集中支援市町村訪問 ２市町・２０件 

・生活支援コーディネーター養成研修（２回） 

  延べ２３７人参加 

・市町村職員・生活支援コーディネーター合同研修（４回） 

  延べ３８５人参加 

・生活支援コーディネーター連絡会議（２回） 

  延べ１６２人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内全市町村（６３）において、生活支援コーディネータ

ーが配置され、体制が整備される。 

（１）事業の有効性 

本事業により生活支援コーディネーターの配置が促進され

ることにより、生活支援の体制が整備され、生活支援サー

ビスが充実する。 

（２）事業の効率性 

地域包括ケアシステム構築の背景や生活支援体制整備の取

組手法や好事例を紹介することで、効率的に生活支援体制

が整備された。 

その他  

 

 

 

 

 

 



   

15 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.26】 

市町村地域支援事業促進事業費 

【総事業費】 

4,119 千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 埼玉県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

急速な高齢化が進む本県において、市町村が中心となって

地域の実情に合わせて効果的に地域支援事業を実施し、高

齢者への支援を進めることが必要である。 

アウトカム指標：地域包括支援センターが行政機能の一部

として地域の最前線に立ち、地域包括ケアシステム構築に

おける中核的役割を果たす。 

事業の内容（当初計画） 地域包括ケアシステムを実現するためのコーディネート力

の養成などセンターの機能を強化するとともに、センター

相互のネットワークの構築を図るための研修を初任者、中

堅職員、センター長等の各階層に分けて実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

平成 27 年度～平成 29 年度 

 ・研修受講者人数 ５６０名×３＝１，６８０名 

(内訳)  初任者   ２００名×３＝  ６００名 

    中堅職員  １００名×３＝  ３００名 

    センター長 ２６０名×３＝  ７８０名 

アウトプット指標（達成

値） 

(平成 27 年度)研修受講者数実績 ４９７名 

    (内訳)初任者 １８９名 中堅職員 １２５名  

       センター長 １８３名 

(平成 28 年度)研修受講者数実績 ６０１名 

    (内訳)初任者 ２２２名 中堅職員 １７３名  

       センター長 ２０６名 

(平成 29 年度)研修受講者数実績 ３７５名 

   （内訳）初任者 １８０名 センター長 １９５名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域包括支援セン

ターが地域のネットワークを構築し、高齢者の自立支援に

資する個別サービスのコーディネート力を向上させる。 

（１）事業の有効性 

初任者等の各階層別に研修を行うことでセンターの機能強

化を有効に図ることができた。 

（２）事業の効率性 
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研修では講義と併せてグループワークを実施することによ

り、個人のスキルアップや知識の習得に加え、他のセンタ

ーとの情報交換とネットワークの構築を効率的に行うこと

ができた。 

その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

17 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.35】 

介護職員子育て支援事業 

【総事業費】 

57,100 千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 介護事業所 

事業の期間 平成２７年１０月１日～平成３１年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護人材の主な離職事由である「結婚、出産・育児」に対応

するため、介護職員が子育てをしながら働き続ける環境整備

を図る。 

アウトカム指標：子育てをしながら働く介護職員の負担軽減 

事業の内容（当初計画） 子育てをしながら働く介護職員のため、事業所内に保育施設

を設置した場合に運営に係る経費を補助する (開設から３

６か月まで)。 

＜補助額＞ 

１～１２月目 250 千円  １３～２４月目 187.5 千円 

２５～３６月目 125 千円 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

対象事業所数：８事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

平成 27 年度は、事業所内保育施設の補助事業実施に向けた

情報収集や事業内容の検討を行い、事業実施体制を整えた。 

平成 28 年度は、本補助事業の対象となる施設の整備を促進

するために、事業所内保育施設の整備に対する補助事業を行

った。（対象１施設、本補助事業実績なし） 

平成 29 年度は、２施設への運営費補助を実施した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：子育てをしながら働

く介護職員の負担軽減 

（１）事業の有効性 

認可外の事業所内保育施設設置を検討している事業者にと

って、運営費への一定期間の補助は介護職員が子育てをしな

がら働き続ける環境整備への大きな誘因となる。 

（２）事業の効率性 

施設整備に対する補助を受けた事業所内保育施設を本補助

事業の対象とすることで、効率的に事業の進行管理を行うこ

とが出来るとともにモデル的な効果が期待される.。 

その他  

 


